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研究成果の概要（和文）：既存の生活時間調査データを整備し，社会を構成する個人の多様性を
反映したコホートと家庭内のエネルギー消費や環境負荷排出構造を反映した生活行動分類によ
ってクロス集計された生活時間データを作成する統計的手法を提案した．次に，この手法を発
展させ，発展途上国における家庭内のエネルギー消費と室内大気汚染物質の１つである PM2.5
の排出による人々の暴露量を性別，年齢および就業状態によって分類されるコホート別に定量
的に評価するモデルを構築した．  
 
研究成果の概要（英文）：We presented a statistical approach to process detailed time use data form the 

existing survey data with other statistical information and to establish time use pattern for individual 

cohorts and applied this approach to analyze indoor PM2.5 exposure concentration in developing  

countries. Processed detailed time use data is categorized by cohort classified by gender, age and 

employment status and by activities.  
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１．研究開始当初の背景 

現在，われわれは，大量生産・大量消費・
大量廃棄型の社会が引き起こす地球温暖化
と廃棄物問題を解決するために，低炭素社会
および循環型社会への転換を迫られている．
国や地域は，このような転換を可能にする将
来の社会ヴィジョンを提案し始めている．そ
れらの定量的な効果（温室効果ガスや廃棄物
排出量の削減可能量）を提示するためには，

まず，提案される社会ヴィジョンへどのよう
に到達するのかを，人口・世帯，労働，ライ
フスタイル，消費，産業，国全体の経済動向
等の様々な社会想定パラメータの変化の定
量的設定によって記述されるシナリオを用
いて描写する必要がある．これらのパラメー
タの定量的設定は，温室効果ガスや廃棄物排
出量の削減可能量推定の信頼性に大きな影
響を及ぼす．気候変動に関する政府間パネル
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(IPCC)の第四次評価報告書において，個人の
ライフスタイルおよび行動や消費パターン
の変化が全ての部門を横断して気候変動の
短中期(2030 年まで)の緩和に効果があると
指摘しているように，近年，個人のライフス
タイルや行動を省資源・省エネルギー型へと
変化させることの重要性が指摘されている．
家庭での環境負荷排出量削減をはかるため
には，ライフスタイルや人々の行動が環境負
荷の排出にどのようにかかわるのかを詳細
かつ定量的に把握することがまず必要であ
り，このテーマについて現在までに様々な研
究が行われているが，生活時間の行動別配分
を将来のライフスタイルの変化の決定要因
の１つとみなして，社会を構成する個人の多
様性を反映した個人分類別に分析し，生活時
間の使い方の変化がエネルギー消費量や環
境負荷排出量に与える影響を定量的に推計
することを試みた研究は，生活行動の種類別
の行動時間と使用エネルギー機器・住居情報
を入力することによって家庭内のエネルギ
ー消費量を算定するツールの提案があるも
のの，ほとんど行われていない．しかしなが
ら，このような研究を行うにあたって必要と
なる生活時間に関する調査データは，国内外
において詳細な統計情報が存在し入手可能
である．以上のような背景から，われわれは，
本研究を提案するに至った． 

 

２．研究の目的 

本研究では，まず，日本における生活時間
に関する調査データを用いて，社会を構成す
る個人の多様性を反映した個人分類別生活
行動別時間配分ツールを開発する．ここでは，
対象地域の住民が，性別・年齢・配偶状況・
仕事・収入などによって特徴付けられたいく
つかのグループによって構成されていると
みなした個人分類を設定する．このツールを
用いると，対象地域の住民が個人分類によっ
て分類され，各分類の行動の種類毎の生活時
間を計算できるので，将来のシナリオによる
生活時間の想定をより詳細に設定すること
ができる．さらに，このツールを，個人分類
別の生活時間配分を考慮した家庭における
エネルギー消費構造および環境負荷排出構
造の解析ツールへと発展させる．このツール
によって，国や対象地域の家庭におけるエネ
ルギー消費や環境負荷排出の構造を，個人分
類別の生活時間配分を組み込んで定量的に
分析できる．将来，国や対象地域の個人分類
の構成が変化した場合，それによって家庭内
の各部門（冷房，暖房，給湯など）のエネル
ギー消費量や環境負荷（二酸化炭素や廃棄
物）の排出量はどれだけ増減するか，どのよ
うに変化するかを定量的に推計できること
になり，少子化・高齢化等の社会変化がもた
らすライフスタイルの変化をみすえた政府

や自治体の環境政策の策定の際に有用な情
報を提供することが可能となる．また，海外
の生活時間調査データの収集も行い，本研究
で開発するツールを，国外を対象として適用
を試みる． 

 

３．研究の方法 

本研究では，以下のように研究を進めた． 
(1) 日本における生活時間に関する調査デ
ータを用いて，社会を構成する個人の多様
性を反映した個人分類別生活行動別時間
配分ツールを開発する．その際，生活行動
別・生活行動別の生活時間調査に関するデ
ータや資料を収集する． 

(2) (1)で開発したツールを，個人分類別の
生活時間配分を考慮した家庭部門エネル
ギー消費構造および環境負荷排出構造の
解析ツールへと発展させる． 

(3) (2)で開発したツールを用いて，将来，
国や対象地域の個人分類の構成が変化し
た場合，それによって家庭内の各部門（冷
房，暖房，給湯など）のエネルギー消費量
や環境負荷（二酸化炭素など）の排出量は
どれだけ増減するか，どのように変化する
かを定量的に推計する． 

(4) 海外（EU 諸国，北米・アジア諸国等）の
生活時間調査データの収集と整備を行い，
(2)のツールを，国外を対象として適用を
試みる． 

 
４．研究成果 
既存の生活時間調査データを整備し，社会

を構成する個人の多様性を反映したコホー
トと家庭内のエネルギー消費や環境負荷排
出構造を反映した生活行動分類によってク
ロス集計された生活時間データを作成する
統計的手法を提案した． 
次に，この手法を発展させ，世界各国での

生活行動類型別のエネルギー消費や環境負
荷排出を定量的に評価できるモデルの開発
を試みた．先進国では，家庭でのエネルギー
源は主に電気と都市ガスで，これらの消費に
よって排出される環境負荷は二酸化炭素で，
地球温暖化問題解決のためにその排出削減
が求められている．一方で，発展途上国にお
いては，家庭でのエネルギー源の大部分は石
炭やバイオマス（薪，作物残差，動物の糞）
などの固形燃料であり，これらの燃料を住居
内で調理や暖房のために燃焼することによ
り発生する室内大気汚染物質（粒子状物質，
一酸化炭素，窒素酸化物，硫黄酸化物など）
が人々の健康に悪影響を及ぼす．特に，調理
のため室内に長く滞在する女性と，母親の近
くにいることが多い子供の健康への影響は
深刻な状況で，UNDP と WHO による報告による
と，年間 200 万人が換気されていない台所で
の固形燃料の燃焼に起因する健康影響によ



 

 

り死亡し，死亡者の 40％は子供で，大人の死
亡者のうち 60％が女性である．WHO は，対策
として,調理コンロの改善，換気の改善，台
所の構造の改善，よりクリーンな燃料（灯油
やガス）や電気の使用を挙げているが，これ
らの対策を実施するためには，家庭内での燃
料使用の実態と人々の暴露状況を詳細に把
握するための現地での測定と暴露評価や健
康リスク評価が重要となるが，測定や研究の
報告は少ない．そこで，われわれは，評価対
象を発展途上国として，先に開発した統計的
手法を用いて，発展途上国における家庭内の
エネルギー消費と室内大気汚染物質排出に
よる暴露の定量的に評価するモデルを構築
することにした．室内大気汚染物質のうち，
空気力学径が 2.5μm 以下の微小粒子状物質
（PM2.5）に注目し，まず，アジア各国を対
象に，家庭内での燃料の燃焼によって排出さ
れる PM2.5 の人々への室内暴露量を性別，年
齢および就業状態によって分類されるコホ
ート別に定量的に評価した． 
 
 (1) アジア諸国の既存の生活時間調査情報
を収集し，情報を入手できた 16 カ国(日本，
中国，インド，台湾，インドネシア，マレー
シア，フィリピン，韓国，タイ，モンゴル，
ラオス，カンボジア，バングラデシュ，ブー
タン，ネパール，パキスタン)の生活時間デ
ータを，社会統計などを用いて，睡眠時間，
調理時間，食事時間，それ以外の室内滞在時
間，自宅以外の屋内滞在時間および室外滞在
時間に分類してコホート別に整備した．その
際，コホート全属性についてデータが存在し
信頼性が高いのは日本のデータのみであり，
他国については，コホートの一部の属性によ
るクロス集計表のデータのみが公表されて
いることから，本研究では，日本のデータと，
入手できている集約された属性の時間種 の
時間割合の報告値の情報を元に，Cross 
Entropy 法を用いて推計した．Cross Entropy
法とは，情報の一部しかわからないデータに
ついて，過去のデータや他の情報などを利用
して詳細を推定する手法の１つである． 
また，各国の生活時間調査ではほとんど 15

歳以上を対象者としているので，子どものコ
ホート（0歳，1～４歳，5～14 歳の男女）別
の睡眠時間，台所滞在時間，食事時間，それ
以外の室内滞在時間，自宅以外の屋内滞在時
間および室外滞在時間を，子どもの 1日の生
活行動に対応させ，子どもの生活，教育およ
び労働に関する各種の統計資料を用いて整
備した． 

 
(2) (1)で作成した評価対象国のコホート別
の睡眠時間，調理時間，食事時間，それ以外
の室内滞在時間，自宅以外の屋内滞在時間お
よび室外滞在時間データを使い，室内空気汚

染暴露評価モデルを用いて各国のコホート
別の室内微環境中の PM2.5 暴露量を求めた．
ここで，微環境とは，人が一時的に滞在する
空間で，その中での汚染物質濃度が一様であ
る空間と定義される．住居内空間が表 1に示
す 4つの微環境で構成されるとして各微環境
の用途や滞在時間を定義している． 

表 1 住居内微環境 
 
 
 
 
 

 
 
微環境ごとの各コホートの室内 PM2.5 一日平
均暴露濃度は，次式(1)で求められる． 

a
a m m

m

E C T    (1) 

ここで， aE ：コホート の室内空気汚染物

質の一日平均暴露濃度(μg/m3)， mC ：微環

境 中の汚染物質濃度(μg/m3)，
a

mT ：コホ

ート の微環境 における滞在時間率(‐)で

ある( 1
m

a

mT )． 

 各微環境中の一日平均室内空気汚染物質
濃度は，次式(2)によって算定できる． 
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 ここで， mC : 微環境mにおける室内空気

汚染物質濃度(μg/m3)，：換気回数(1/hr)，

dF ：除去率(1/hr)， mS ：微環境m における

一時間当たり燃料消費量(KJ/hr)， me ：排出

係数(μg/KJ)， mV ：微環境m の体積(m3)で

ある．これらのパラメータをのうち，家庭内

燃料使用量は，室内での燃焼により PM2.5 が

発生する燃料種はバイオマス，石炭，灯油，

LPG，天然ガスであるので，これら５種類の

燃料の各国の微環境別，用途(調理，暖房，

照明)別の消費量を，統計資料や既報告値か

ら設定した．部屋の体積は，各国の一戸当た

り延べ床面積を一戸当たり部屋数で割り，部

屋の高さを 2 m であると仮定して算出した．

他のパラメータについても文献値を用いて

設定した． 
微環境における PM2.5一日平均暴露濃度の

全コホートの平均値の推定結果を表 2に示す．
中国における発生源が暖房の微環境 Bにおけ
る暴露濃度の平均値が最も高く 470.5 μ
g/m3 であった．各国のコホート別の PM2.5 一
日平均暴露濃度を比較すると，暴露濃度が高
いのは 35～64 歳の無職女性である． 

 微環境
室内空気汚染物質の

住宅内発生源
対応する滞在時間

A 調理 調理時間

B 給湯 調理時間

C 暖房
屋外気温が10℃以下のときの睡眠時

間を除く住宅滞在時間

D
照明

（灯油・石油ランプ）
睡眠時間を除く住宅滞在時間
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表 2 各国 PM2.5 一日平均暴露濃度推定結果
(μg/m3) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) (2)では，各国内の地域的な違いや都市
域と農村域の違いを考慮しなかったが，アジ
ア地域においては，人々の生活は地域や都市
域と農村域による違いが大きいことから，生
活時間の行動分類やコホート分類に反映さ
せる必要がある．したがって，次に，人々の
室内での PM2.5の暴露濃度を都市域と農村域
とを区別して推計できるようにモデルを発
展させることを目的に，(2)において室内
PM2.5 暴露濃度の推計値が最も高かった中国
を対象に，中国 10 省の都市域と農村域にお
ける生活時間，家庭内燃料消費量および人口
や住居についての統計情報を収集し，家庭内
での燃料燃焼によって発生する PM2.5のコホ
ート別の室内暴露濃度を，各地域の都市域と
都市域を区別して推計できるモデルを開発
した． 
各微環境における燃料使用量は，バイオマ

ス，石炭，灯油，LPG，天然ガスの一人当た
り燃料使用量データと，各地域の平均世帯人
員数データを用いて設定した．図 1に各地域
における一世帯当たりの燃料使用量を示す．
他のパラメータについても，統計資料と文献
による既報告地を用いて設定した． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1  各地域一世帯当たり燃料消費量 

評価対象地域の各微環境における PM2.5 一
日平均暴露濃度の全コホートの平均値の都
市域と農村域での推定結果をそれぞれ図 2と
図 3に示す．暴露濃度全体の平均値が最も高
いのは黒龍江省の農村域で 1516.8 μg/m3で
あった．どの省でも都市域より農村域におけ
る暴露濃度が高くなっている．また，ほとん
どの地域で，発生源が暖房の微環境 Bでの暴
露濃度が発生源が調理・給湯の微環境 Aでの
暴露濃度より高くなっており，中国において
は暖房に使用するバイオマスや石炭の燃焼
によって発生する PM2.5の影響が大きいこと
がわかる．  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 各地域の都市域における全コホート 

平均 PM2.5 暴露濃度推定結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 各地域の農村域における全コホート 

平均 PM2.5 暴露濃度推定結果 
 
各地域のコホート別の PM2.5 一日平均暴露
濃度を比較すると，河北，浙江，安徽，河南，
四川，雲南，甘粛の都市域では 65～69 歳の
無職男性，黒龍江と広東の都市域と 10 省全
ての農村域では 60～64 歳の無職女性の暴露
濃度が最も高い推計結果となった．黒龍江農
村域の 60～64 歳の無職女性の暴露濃度が最
も高く 3027μg/m3であった．都市域では暴露
濃度は男女ともに中高年の無職の人が高く，
暴露濃度は男女とも同程度であるが，農村域
では，男性はどのコホートも女性に比べて低
くなっている．図 4に黒龍江省・農村域にお
けるコホート別の PM2.5一日平均暴露濃度の
推定結果を示す． 

コホート別の暴露濃度推定値と睡眠時間
以外の自宅滞在時間とを比較した結果，コホ
ート別の暴露濃度は人々の調理時間(台所滞
在時間)に大きく影響を受けているが，地域
によっては 60 歳以上の無職男性の自宅滞在
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時間が長く，暴露濃度が主に調理にたずさわ
る 40 歳以上の女性より高い場合があったこ
とから，地域やコホートによる時間の使い方
が PM2.5の暴露に大きな影響を及ぼしている
ことが明らかになった． 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 黒龍江省・農村域におけるコホート別 

PM2.5 暴露濃度 
 

 
 以上(1)～(3)の研究において，室内での
PM2.5 暴露濃度の測定値の報告が少なく，ば
らつきが大きいことによってモデルの妥当
性の検証が十分ではないことと，モデルを構
成するパラメータの一部には詳細なデータ
を入手できなかったことから地域的な差異
を考慮することができなかったことなどの，
課題が残されているが，本研究で構築した手
法とモデルによって，性別・年齢・就業状態
によって分類される個人の生活時間の使い
方，家庭での燃料の使い方と消費量および世
帯の人員や住居の広さの地域による違いを
考慮した詳細な室内空気汚染物質による暴
露評価を地域別に都市・農村を区別して行う
ことが可能となった． 
今後，この手法を，中国以外のアジア各国

に適用するために，さらなるモデルの改良を
行い，最終的には，このモデルを各国での今
後のライフスタイルや社会の変化，電化によ

るエネルギー消費構造の変化などの将来の
変化に対する予測ツールへと展開させてい
き，統計的な情報から，国内の地域やコホー
ト別の詳細な PM2.5 の室内暴露による集団レ
ベルの健康リスクを把握して，リスク低減の
ための施策(居住環境の改善や家庭用燃料の
転換等)を実行する際の有用な知見を提供す
ることを目指す． 
 本研究の遂行においては，各国の家庭内で
のエネルギー消費の状況，時間の使い方，生
活文化についての詳細な情報のみならず，室
内大気汚染物質による暴露の影響を最も受
けやすい女性と子供の置かれている社会的
状況(貧困や女性差別，児童労働の問題)を把
握しなければならない．従って，各国の統計
情報だけでなく，社会学，開発経済学，文化
人類学，ジェンダー，子どもの福祉等に関す
る社会科学分野における調査研究成果から
得られる情報の入手が必要不可欠となる．こ
のように，本研究は，工学的な暴露評価の手
法に，社会化学的な研究成果を取り込むこと
によって，発展途上国における室内大気汚染
への人々の暴露をよりミクロな視点で定量
的に把握しようとしているところに，従来の
研究にはない独創性がある．この研究によっ
て，発展途上国における室内大気汚染に大き
な影響を受ける地域や集団を特定すること，
さらに，それらの地域や集団の健康影響に特
に大きな影響をおよぼす生活行動や社会的
状況にかかわる因子についての有用な知見
を，国連や各国政府に提供し，場合によれば
さらなる調査の提案を行うことを最終的な
目標とし，今後も研究を継続していく予定で
ある． 
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